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 AI inside 株式会社 

 AI⼈材になりたい「潜在AI⼈材」が約2割、リスキリングによる職種転 
 換が⽇本の難題「AI／IT⼈材不⾜」解決のカギに 

 「世界中の⼈・物にAIを届け、豊かな未来社会に貢献する」をミッションに掲げ、AIプラッ 
 トフォームを提供するAI inside 株式会社（代表取締役社⻑CEO兼CPO：渡久地 択、本社： 
 東京都渋⾕区、以下「AI inside」）は  、2022年4⽉に全国20〜59歳のビジネスパーソン 
 1,500名を対象に、AI・デジタル⼈材への関⼼・意向の把握を⽬的に調査を実施しましたこ 
 とをお知らせします。 

 ●  AI⼈材になりたいと考えている「潜在AI⼈材」は23.6%存在し、  経済産業省が予測す 
 る  2030年のAI／IT⼈材不⾜（約79万⼈）の解決のカギになる存在である 

 ●  ⽇本の労働⼈⼝の正規の職員・従業員数である3,626万⼈の23.6%の⼈数は、約856 
 万⼈に値する 

 ●  AI⼈材には、コーディングなどのスキル以上に、「業務プロセス改善」や「問題発 
 ⾒解決」など  ビジネスの課題解決  に関するスキルが求められている 

 ■  AI⼈材になりたいと考えている「潜在AI⼈材」は23.6% 
 AIスキル・経験の未習得者（⾮経験者）のうち、AIやデジタルツールを活⽤できる⼈材にな 
 り活躍する意向がある（※1）と回答したのは23.6%、意向なし（※2）は42.2%で、約2割 
 の⼈材がAIスキルや経験を習得し、活躍したいと考えていることがわかりました。 

 経済産業省の調査報告書によると、2030年までにIT⼈材に対する需要が供給を⼤幅に上回 
 り、約79万⼈の需給ギャップが⽣まれると推計されています（※3）。調査の結果は⼀部の 
 数字を表すことになるものの、労働⼈⼝のうち、正規の職員・従業員数である3,626万⼈（ 
 ※4）の23.6%の⼈数は、約856万⼈に値し（※5）、AI⼈材として活躍したいという意向を 
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 持つ層を育成することで、将来考えられるIT⼈材需要とのギャップを低減することができる 
 可能性が⽰唆されたと考えられます。 

 ※1：  次の選択回答数の合計値。  「意向がある」「やや意向がある」 
 ※2  ：  次の選択回答数の合計値。  「意向がない」「あまり意向がない」 
 ※3：出典：経済産業省委託事業によるIT⼈材需給に関する調査報告書（2019年3⽉）より、表 3-7 IT⼈材の需給 
 が均衡する⽣産性上昇率における需給ギャップの推移（⾼位シナリオ） 
 ※4：令和4年7⽉1⽇ 総務省統計局 労働⼒調査(基本集計) 2022年(令和4年)5⽉分 労働⼒⼈⼝より。 
 ※5： 3,626万⼈には既存のAI／IT⼈材を含むため概算。 

 ■ AI⼈材に求められるのは「課題解決」のスキル 
 AI⼈材に求められるスキル・経験に関する設問では、AIや基礎知識などの知識だけでなく、 
 業務における課題解決への貢献が求められていることが明らかになりました（※6）。 

 「業務プロセス改善経験」が必要だと思う（※7）という回答は、33.5%と最も多い結果と 
 なり、「ビジネスにおける問題発⾒解決スキル・経験」が33.1%と続く結果となりました。 
 また、データ解析スキルも32.9%と上位にあることから、社内データ等の活⽤によりビジネ 
 ス課題の解決・改善に対する期待があることが読み取れます。⼀⽅、AIエンジニアリング 
 （コーディング）スキル（20.4%）やディープラーニングなどの専⾨知識（26.6%）などの 
 必要性は⽐較的低く、AI・デジタル⼈材にはAIエンジニアリングのスキルや経験が必ずしも 
 必要とは考えられていないことがわかりました。 

 調査の結果から、AI⼈材の必要性は、DX（デジタルトランスフォーメーション）の⽂脈で 
 語られることが多いことも踏まえ、業務やビジネスの課題解決に関するスキルが重視されて 
 いる傾向にあると考えられます。 
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 ※6：以下回答選択肢「業務プロセス改善経験」「ビジネスにおける問題発⾒スキル・経験」「統計知識に基づ 
 くデータ解析スキル・経験」「システム・サービスの現場導⼊経験」「プロジェクトマネジメントスキル・経 
 験」「ディープラーニングなどの機械学習スキル・経験」「新規事業やプロジェクトの企画⽴案スキル・経験」 
 「Python などを⽤いたコーディングスキル・経験」。複数回答。 
 ※7：  次の選択回答数の合計値。  「とても必要だと思う」「必要だと思う」 

 ■ AI⼈材に求められるスキルの習得・学習経験は少ないものの学習検討者も存在 
 AI⼈材に求めるスキルの習得・学習経験についての設問（※8）では、上位3つのスキル 
 「業務プロセス改善経験」（9.6%）「ビジネスにおける問題発⾒解決スキル・経験」（ 
 9.3%）「統計知識に基づくデータ解析スキル・経験」（9.2%）の学習経験者（現在学習し 
 ている⼈も含む）はいずれも10%以下の結果となりました。⼀⽅、学習を検討している層は 
 それぞれ20%以上（※9）存在していることがわかりました。 

 また、「AI・機械学習の基礎知識」の学習を検討していると回答したのは、上記の3つのス 
 キルより多い23.5%と、「AI・機械学習の基礎知識」の必要性を感じている⼈が全体の2割 
 程度存在することがわかりました。 

 AI⼈材が不⾜していると感じる企業・団体であっても、これらのスキルの学習・経験の環境 
 を整え、「潜在AI⼈材」の⼈材育成を⾏うことで、従業員のITリテラシーの底上げや⼀定数 
 のAI⼈材化が⾒込めると考えられます。 
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 ※8：以下のスキルの学習経験・学習状況を調査。「業務プロセス改善経験」「ビジネスにおける問題発⾒スキ 
 ル・経験」「統計知識に基づくデータ解析スキル・経験」「システム・サービスの現場導⼊経験」「プロジェク 
 トマネジメントスキル・経験」「ディープラーニングなどの機械学習スキル・経験」「新規事業やプロジェクト 
 の企画⽴案スキル・経験」「Python などを⽤いたコーディングスキル・経験」「AI・機械学習の基礎知識」。 
 これらのうち、※1にてAI・デジタル⼈材に求められているスキルとして上位だったものを抜粋。 
 ※9：「業務プロセス改善経験」（21.9%）、「ビジネスにおける問題発⾒解決スキル・経験」（22.3%）、 
 「統計知識に基づくデータ解析スキル・経験」（21.9%） 

 ■AI inside 株式会社  Vice President 髙橋蔵⼈よりコメント： 
 業務の⾃動化・効率化に留まらないDX・ビジネス変⾰を推し進めるためには、データ活⽤ 
 から新たな価値を創出する必要があります。これを実現するには、ビジネス変⾰のひとつの 
 ⼿段としてAIを使いこなせるデジタル⼈材の育成が急務です。今回の調査で明らかになった 
 「潜在AI⼈材」を中⼼にリスキリングを⾏うことにより、IT⼈材不⾜の課題解決への⽷⼝が 
 期待できます。近年のノーコードツールの広がりにより、デジタル⼈材には、AIの基礎知識 
 や業務課題を解決するスキルだけでなく、既存事業の⾼付加価値化や新規事業⽴案などのビ 
 ジネス推進⼒が求められるようになりました。⼀歩先をいくビジネス変⾰を起こすために 
 も、新たな経営戦略としてリスキリングによる社内⼈材の職種構成の転換を図り、⾼度⼈材 
 の育成に取り組むことが重要です。 

 ■「AI Growth Program」について 
 「AI Growth Program」は、AIビジネス経験のある講師からAI活⽤やAIビジネス創出を学べ 
 る実践型AI⼈材育成プログラムです。あらゆる企業・団体の各部⾨における業務担当者や、 
 DX推進者・経営企画担当者など全社員を対象に、ビジネス領域でAIを活かし活躍できる⼈ 
 材の育成を⽬的としています。講義や実践的なワークショップなどを通じて、AI未経験者で 
 あっても業務課題の発掘や具体的なAI活⽤策の策定、開発・運⽤ができるレベルのスキル習 
 得を⽬指します。本プログラムは、ノーコードで誰でもAI開発・運⽤ができる「Learning 
 Center Vision / Forecast」を⽤いて、AI事業の⽴ち上げを伴⾛⽀援します。 

 「AI Growth Program」資料ダウンロード： 
 https://inside.ai/contact/aigrowthprogram-download/ 

 ■  調査概要 

https://inside.ai/contact/aigrowthprogram-download/
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 ●  調査主体：AI inside 株式会社 
 ●  調査機関：株式会社クロス・マーケティング 
 ●  調査地域：全国 
 ●  調査対象：正社員として働いている20〜59歳の男⼥ 
 ●  調査期間：  2022年4⽉14⽇（⽊）〜2022年4⽉18⽇（⽉） 
 ●  調査⽅法：インターネット調査 
 ●  有効回答数：本調査1,500サンプル 

 ■ AI inside 株式会社について 
 AI inside は「世界中の⼈・物にAIを届け、豊かな未来社会に貢献する」というミッションのもと、 
 ノーコードAI開発・運⽤プラットフォームの画像認識AI「Learning Center Vision」と予測・判断AI「 
 Learning Center Forecast」、実践型AI⼈材育成プログラム「AI Growth Program」、あらゆる情報を 
 ⾼精度にデジタルデータ化する「DX Suite」、⾼効率なAI運⽤を実現するエッジコンピュータ「AI 
 inside Cube」、AI・インテリジェンスAPI群「Developer’s API」を提供しています。AI inside は、こ 
 れらAIプラットフォームの提供を通じ、多種多様な価値あるAIの分散的な創出とユーザ間のシェアを 
 促すことで、AIが隅々まで拡がった社会の実現を⽬指します。 

 社名：AI inside 株式会社 
 所在地：東京都渋⾕区渋⾕3-8-12 渋⾕第⼀⽣命ビルディング4階 
 代表者：代表取締役社⻑CEO兼CPO 渡久地 択 
 設⽴：2015年8⽉ 
 事業内容：⼈⼯知能および関連する情報サービスの開発・提供 
 HP：https://inside.ai 

 ※⽂中の製品またはサービスなどの名称は、AI inside 株式会社の商標または登録商標です。 

 ＜  報道関係のお問い合わせ先  ＞ 
 AI inside 株式会社 広報担当 

 TEL：03-5468-5041 E-mail：  pr@inside.ai 
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